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第
三
百
二
十
六
条
第
一
項
中
「
、
第
五
項
若
し
く
は
第
二
十
四
項
」
を
「
若
し
く
は
第
十
九
項
」
に
、「
同
条
第
二

十
七
項
」
を
「
同
条
第
二
十
二
項
」
に
、「（
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
七
項
」
を「（
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第

二
十
二
項
」
に
、「
、
第
五
項
又
は
第
二
十
四
項
の
納
期
限
」
を
「
又
は
第
十
九
項
の
納
期
限
」
に
改
め
、
同
項
第
二

号
及
び
第
三
号
中
「
、
第
五
項
又
は
第
二
十
四
項
」
を
「
又
は
第
十
九
項
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
第
三
百
二

十
一
条
の
八
第
二
十
七
項
」
を
「
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
二
項
」
に
、「
同
条
第
二
十
八
項
」
を
「
同
条
第
二

十
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
、
第
五
項
又
は
第
二
十
四
項
」
を
「
又
は
第
十
九
項
」
に
、「
同
条
第
二
十
七

項
」
を
「
同
条
第
二
十
二
項
」
に
、「
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
八
項
」
を
「
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
三

項
」
に
改
め
る
。

第
三
百
四
十
八
条
第
二
項
第
七
号
の
二
中
「
第
十
三
条
第
一
項
」
を
「
第
二
十
条
第
一
項
」
に
、「
第
十
四
条
第
一

項
」
を
「
第
二
十
一
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
中
第
四
十
一
号
を
削
り
、
第
四
十
二
号
を
第
四
十
一
号
と
し
、
第

四
十
三
号
を
第
四
十
二
号
と
し
、
第
四
十
四
号
を
第
四
十
三
号
と
す
る
。

第
三
百
四
十
九
条
の
三
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。
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外
国
貿
易
の
た
め
外
国
航
路
に
就
航
す
る
船
舶
に
よ
る
物
品
運
送
の
用
に
供
さ
れ
る
コ
ン
テ
ナ
ー
で
総
務
省
令

で
定
め
る
も
の
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、当
該
コ
ン
テ
ナ
ー

に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
の
五
分
の
四
の
額
と
す
る
。

第
三
百
五
十
四
条
の
二
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
政
府
が
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
当
該
関
係
書
類
を
閲
覧
さ
せ
、
又
は
記
録

さ
せ
る
と
き
は
、
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基
準
と

し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
つ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

第
四
百
六
十
八
条
中
「
三
千
二
百
九
十
八
円
」
を
「
四
千
六
百
十
八
円
」
に
改
め
る
。

第
四
百
八
十
五
条
の
十
三
第
一
項
中
「
本
項
」
を
「
こ
の
項
」
に
、「
本
条
」
を
「
こ
の
条
」
に
、「
三
」
を
「
二
」

に
改
め
る
。

第
三
章
第
四
節
に
次
の
一
款
を
加
え
る
。

第
六
款

雑
則

（
た
ば
こ
税
額
を
条
件
と
す
る
補
助
金
等
の
禁
止
）

第
四
百
八
十
五
条
の
十
四

市
町
村
は
、
小
売
販
売
業
者
に
対
し
、
当
該
小
売
販
売
業
者
に
売
り
渡
し
た
製
造
た
ば

こ
に
係
る
た
ば
こ
税
額
と
し
て
当
該
小
売
販
売
業
者
に
製
造
た
ば
こ
の
売
渡
し
を
行
う
卸
売
販
売
業
者
等
か
ら
当

該
市
町
村
に
納
付
さ
れ
た
、
若
し
く
は
納
付
さ
れ
る
べ
き
た
ば
こ
税
額
又
は
納
付
さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
た

ば
こ
税
額
の
見
込
額
が
一
定
の
額
以
上
で
あ
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
補
助
金
、
利
子
補
給
金
そ
の
他
相
当
の
反

対
給
付
を
受
け
な
い
給
付
金
の
交
付
又
は
貸
付
金
の
貸
付
け
を
行
つ
て
は
な
ら
な
い
。

第
五
百
八
十
六
条
第
二
項
第
二
号
ヲ
中
「
第
五
条
第
一
項
」
を
「
第
六
条
第
四
項
」
に
、「
指
定
区
域
」
を
「
要
措

置
区
域
及
び
同
法
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
」
に
改
め
る
。

第
六
百
五
条
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
政
府
が
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
当
該
関
係
書
類
を
閲
覧
さ
せ
、
又
は
記
録

さ
せ
る
と
き
は
、
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基
準
と

し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
つ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

第
七
百
一
条
の
五
十
五
第
一
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
政
府
が
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
当
該
関
係
書
類
を
閲
覧
さ
せ
、
又
は
記
録

さ
せ
る
と
き
は
、
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基
準
と

し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
つ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

第
七
百
三
条
の
五
第
一
項
中
「
第
三
百
十
四
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
金
額
に
当
該
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康

保
険
の
被
保
険
者
（
当
該
納
税
義
務
者
を
除
く
。）の
数
と
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
（
当
該
納
税
義
務
者
を
除
く
。）の

数
の
合
計
数
に
応
じ
て
政
令
で
定
め
る
金
額
を
加
算
し
た
金
額
」
を
「
低
所
得
者
世
帯
の
負
担
能
力
を
考
慮
し
て
政

令
で
定
め
る
金
額
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
特
例
対
象
被
保
険
者
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）

第
七
百
三
条
の
五
の
二

国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
で
あ
る
世
帯
主
又
は
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保

険
の
被
保
険
者
若
し
く
は
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
が
特
例
対
象
被
保
険
者
等
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
七
百
三
条

の
四
第
六
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
前
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
七
百
三
条
の
四
第
六
項
中
「
規
定
す

る
総
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
規
定
す
る
総
所
得
金
額
（
第
七
百
三
条
の
五
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
特
例
対

象
被
保
険
者
等
の
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、当
該
給
与
所
得
に
つ
い
て
は
、

所
得
税
法
第
二
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
つ
て
計
算
し
た
金
額
の
百
分
の
三
十
に
相
当
す
る
金
額
に
よ
る
も
の

と
す
る
。
次
項
及
び
第
八
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
と
、「
同
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
百
十
四
条
の
二
第
二

項
」
と
、
同
条
第
八
項
中
「
市
町
村
民
税
の
所
得
割
（
退
職
所
得
に
係
る
所
得
割
を
除
く
。
第
七
百
六
条
の
二
第

一
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
額
（
」
と
あ
る
の
は
「
市
町
村
民
税
の
所
得
割
（
退
職
所
得
に
係
る
所
得
割
を
除
く
。

以
下
こ
の
項
及
び
第
七
百
六
条
の
二
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
額
（
第
七
百
三
条
の
五
の
二
第
二
項
に
規
定
す

る
特
例
対
象
被
保
険
者
等
の
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て

い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
給
与
所
得
を
所
得
税
法
第
二
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
つ
て
計
算
し
た
金
額
の

百
分
の
三
十
に
相
当
す
る
金
額
と
し
て
計
算
し
た
場
合
に
お
け
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
額
に
相
当
す
る
額
。」

と
、
前
条
中
「
総
所
得
金
額
（
」
と
あ
る
の
は
「
総
所
得
金
額
（
次
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
例
対
象
被
保
険
者

等
の
総
所
得
金
額
に
給
与
所
得
が
含
ま
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
給
与
所
得
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法

第
二
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
つ
て
計
算
し
た
金
額
の
百
分
の
三
十
に
相
当
す
る
金
額
に
よ
る
も
の
と
し
、」

と
、「
所
得
税
法
」
と
あ
る
の
は
「
同
法
」
と
す
る
。

２

前
項
に
規
定
す
る
特
例
対
象
被
保
険
者
等
と
は
、
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
又
は
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の

う
ち
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
（
こ
れ
ら
の
者
の
雇
用
保
険
法
第
十
四
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す

る
受
給
資
格
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
受
給
資
格
」
と
い
う
。）に
係
る
同
法
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
離
職

の
日
の
翌
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
末
日
ま
で
の
間
に
あ
る
者
に
限
る
。）を
い
う
。

一

雇
用
保
険
法
第
二
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
受
給
資
格
者

二

雇
用
保
険
法
第
十
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
理
由
離
職
者
で
あ
つ
て
受
給
資
格
を
有
す
る
も
の

第
七
百
三
十
四
条
第
三
項
中
「
第
五
十
三
条
第
二
十
七
項
、
第
二
十
八
項
、
第
三
十
一
項
か
ら
第
三
十
九
項
ま
で

及
び
第
四
十
五
項
か
ら
第
四
十
八
項
ま
で
」
を
「
第
五
十
三
条
第
二
十
二
項
、
第
二
十
三
項
、
第
二
十
六
項
か
ら
第

三
十
四
項
ま
で
及
び
第
四
十
項
か
ら
第
四
十
三
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
の
表
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
九
項

の
項
中
「
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
九
項
」
を
「
第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
二
十
四
項
」
に
、「
第
五
十
三
条
第

二
十
九
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
二
十
四
項
」
に
改
め
る
。

第
七
百
四
十
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
五
十
三
条
第
四
十
八
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
四
十
三
項
」
に
改

め
る
。

本
則
に
次
の
一
章
を
加
え
る
。

第
七
章

地
方
税
に
お
け
る
税
負
担
軽
減
措
置
等
の
適
用
状
況
等
に
関
す
る
国
会
報
告

（
用
語
の
意
義
）

第
七
百
五
十
七
条

こ
の
章
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。

一

税
負
担
軽
減
措
置
等

道
府
県
民
税
、
事
業
税
、
市
町
村
民
税
、固
定
資
産
税
そ
の
他
の
地
方
税
を
軽
減
し
、

若
し
く
は
免
除
し
、
若
し
く
は
還
付
す
る
措
置
又
は
こ
れ
ら
の
税
に
係
る
納
税
義
務
、
課
税
標
準
若
し
く
は
税

額
の
計
算
、
申
告
書
の
提
出
期
限
若
し
く
は
徴
収
に
つ
き
設
け
ら
れ
た
特
例
で
、
こ
の
法
律
の
規
定
（
地
方
団

体
の
条
例
に
よ
り
税
負
担
を
軽
減
し
又
は
加
重
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
規
定
、
地
方
団
体
の
長
に
提
出
す
る

書
類
の
提
出
期
限
の
特
例
を
定
め
る
規
定
、
税
負
担
を
不
当
に
減
少
さ
せ
る
行
為
の
防
止
に
関
す
る
規
定
そ
の

他
の
政
令
で
定
め
る
規
定
を
除
く
。）に
よ
り
規
定
さ
れ
た
も
の
を
い
う
。
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